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平成28年度　法務省委託　人権啓発教材

活用の手引
付き

一般財団法人インターネット協会
主幹研究員　大久保 貴世

＜監修・出演＞

高橋 みなみ
＜出 演＞

企画　法務省人権擁護局
　　　公益財団法人人権教育啓発推進センター
制作　東映株式会社

（30 分）
字幕（日本語・英語）
副音声入り

インターネットと人権
加害者にも 被害者にもならないために

Don't become a perpetrator  nor a victim
The Internet and Human Rights

人権擁護事務　～基本的人権の尊重～

【概　要】
基本的人権の尊重は，日本国憲法の柱の一つ。人権の擁護は，全ての

人々の人権が尊重される平和で豊かな社会の実現を目指す取組です。

訟務事務　～国を当事者とする訴訟等の適正な処理～

【活動内容】
法務局では，全国の約 14,000 人の人権擁護委員と連携して，人権
侵害による被害者の救済を図る調査救済活動や，人権尊重の理念を広め
るための人権啓発活動などを行っています。

【概　要】
訟務とは，国を当事者とする訴訟等について，国を代表し，国の立場から裁判所に対する申立てや主張・立証

などの活動を行うことをいいます。
訟務事務を行う法務局の職員は，国の指定代理人として，法と証拠に基づいた適正な訴訟活動を行います。また，

行政庁からの求めに応じて，政策実行前の段階から，提訴リスクや敗訴リスクに関する法的助言を行うことで，
紛争を未然に防止するための活動（予防司法支援）も行っています。
このように，訟務は，国民全体の利益と個人の権利・利益との間に正しい調和を図り，法律による行政の原理

の確保に寄与する重要な役割を果たしています。

【具体的な訴訟の例】
・アスベスト訴訟
・原爆症認定訴訟
・基地関係訴訟
・水俣病関係訴訟
・C型肝炎訴訟
・B型肝炎訴訟
・原子力関係訴訟
・福島原子力発電所事故に伴う国家賠償請求訴訟
・諫早湾干拓関係訴訟
・マイナンバー訴訟
・安保法制関係国家賠償請求訴訟

模擬法廷

啓発ビデオ「インターネットと
人権　加害者にも被害者にも
ならないために」

子どもの人権 SOS
ミニレター（小学生用）


